
連結株主資本等変動計算書

（自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日） (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 22 年 ３ 月 31 日 残 高 4,000,000 26,730,889 △482,400 30,248,489

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰余金の配当 △579,900 △579,900

当期純利益 1,413,111 1,413,111

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動額（純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 833,211 － 833,211

平 成 23 年 ３ 月 31 日 残 高 4,000,000 27,564,101 △482,400 31,081,701

　 (単位：千円)

その他の包括利益累計額

純資産合計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金

その他の包括利益累計額

合 計

平 成 22 年 ３ 月 31 日 残 高 552 552 30,249,042

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰余金の配当 △579,900

当期純利益 1,413,111

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動額（純額)
△579 △579 △579

連結会計年度中の変動額合計 △579 △579 832,631

平 成 23 年 ３ 月 31 日 残 高 △27 △27 31,081,673

　(注) 千円未満を切り捨てて表示しております。



連 結 注 記 表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数 1社

　②連結子会社の名称 株式会社テーアールシーサービス

２．持分法の適用に関する事項

　 該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事項

　(イ)重要な資産の評価基準及び評価方法

　 (1)有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債券……償却原価法（定額法）

②そ の 他 有 価 証 券……時価のあるもの…当連結会計年度末の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平

均法により算定しておりま

す。）
……時価のないもの…移動平均法による原価法

　 (2)たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりま

す。評価方法は主に先入先出法によっております。

　(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有 形 固 定 資 産……定率法によっております。ただし、平成10年4月

1日以降取得した建物（建物附属設備は除く）に

ついては、定額法によっております。なお、主

な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 … 31～50年

建物附属設備 … 6～18年
②無 形 固 定 資 産……定額法によっております。ただし、ソフトウェ

ア（自社利用分）については社内における利用

可能期間（5年）に基づく定額法によっておりま

す。
　
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年3月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。



　(ハ)重要な引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

②賞 与 引 当 金……従業員に対する賞与の支給に備えて、支給見込額

に基づき計上しております。

③退 職 給 付 引 当 金……従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

④役員退職慰労引当金……当社の役員の退職慰労金の支給に備えるため、 内

規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上して

おります。
　(ニ)その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　(ホ)連結計算書類の作成のための基本となる重要な変更

資産除去債務に関する会計基準等

　当連結会計年度から、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号

平成20年3月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用しております。

　これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利益はそれぞれ11,393千円、税

金等調整前当期純利益は93,983千円減少しております。

　(ヘ)表示方法の変更

連結損益計算書に関する変更

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）

に基づき「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令」（平成 21年

法務省令第7号）の適用により、当連結会計年度から「少数株主損益調整前当期純

利益」の科目で表示しております。



（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 60,765,354千円

２．担保に供している資産 土地 3,398,369千円

担保に係る債務 長期借入金 872,200千円

１年内返済予定の長期借入金 244,600千円
３．有形固定資産の圧縮記帳（直接減額） 144,822千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

発行済株式

普通株式 8,000千株 － － 8,000千株

自己株式

普通株式 268千株 － － 268千株

２．配当に関する事項

　①配当金支払額

平成22年6月23日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

株式の種類 普通株式

配当金の総額 579,900千円

1株当たり配当額 75円

基準日 平成22年3月31日

効力発生日 平成22年6月24日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度となるもの

平成23年6月22日開催の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しておりま

す。

株式の種類 普通株式

配当金の総額 579,900千円

配当の原資 利益剰余金

1株当たり配当額 75円

基準日 平成23年3月31日

効力発生日 平成23年6月23日



（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に不動産賃貸事業を行うための設備投資計画に照らして、

必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い

金融資産で運用しております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関

係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び営業未払金、未払金、未払法人税等は、１年以内

の支払期日であります。

　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）は、主に設備投資に必要な

資金の調達を目的としたものであります。

（3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は営業債権について、財務部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリン

グし、毎月、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化

等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、

当社の債権管理方法に準じて、同様の管理を行っております。

　有価証券及び投資有価証券のうち、満期保有目的の債券は、資金運用規程であ

る「資金運用方針」に基づき、格付けの高い債券のみを対象としているため、信

用リスクは僅少であります。

②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

当社は、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価等を把握し、ま

た満期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保

有状況を継続的に見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)

　 の管理

当社は、各部署からの報告に基づき、財務部が適時に資金繰計画を作成・更新

し、流動性リスクを管理しております。連結子会社についても、当社の資金繰計

画方法に準じて、同様の管理を行っております。



２．金融商品の時価等に関する事項

平成23年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものは、次表には含めておりません。（(注２)参照）

（単位：千円）

連結貸借
対 照 表
計 上 額

時 価 差 額

（1）現金及び預金 3,461,556 3,461,556 －

（2）受取手形及び営業未収入金 140,012 140,012 －

（3）有価証券及び投資有価証券

　 ①満期保有目的の債券 8,449,861 8,444,787 △5,073

　 ②その他有価証券 5,149 5,149 －

資 産 計 12,056,578 12,051,504 △5,073

（1）支払手形及び営業未払金 406,761 406,761 －

（2）未払金 422,490 422,490 －

（3）未払法人税等 488,119 488,119 －

（4）長期借入金 1,554,400 1,577,680 23,280

負 債 計 2,871,771 2,895,051 23,280

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　資 産

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び営業未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。なお、現金及び預金には、長期性預金を含めておりま

す。



（3）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格

又は取引金融機関から提示された価格によっております。なお、保有目的ごとの有

価証券に関する注記事項は以下のとおりであります。

①満期保有目的の債券で時価のあるもの

（単位：千円）

種 類
連結貸借
対 照 表
計 上 額

時 価 差 額

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

社 債 603,143 603,210 66

その他 401,872 402,080 207

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

社 債 6,741,502 6,736,777 △4,725

その他 703,342 702,720 △622

合 計 8,449,861 8,444,787 △5,073

②その他有価証券で時価のあるもの

（単位：千円）

種 類 取得原価
連結貸借
対 照 表
計 上 額

差 額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株 式 3,395 3,613 218

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 式 1,800 1,536 △264

合 計 5,195 5,149 △46

　負 債

（1）支払手形及び営業未払金、並びに（2）未払金、（3）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

（4）長期借入金

時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入れを行った場合に想定

される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　なお、１年内返済予定の長期借入金を含めております。



(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区 分 連結貸借対照表計上額

①非上場株式 117,564

②長期預り敷金保証金 4,562,685

①非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、「（3）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

②長期預り敷金保証金は市場価格がなく、かつテナント退去年月が未定であり、将

来キャッシュ・フローを見積もることが出来ず、時価を把握することが極めて困難

と認められるため、表示しておりません。

(注３)満期のある金銭債権及び有価証券の連結決算日後の償還予定額

（単位：千円）

1 年 以 内 1年超5年以内

現金及び預金 2,940,584 500,000

受取手形及び営業未収入金 140,012 －

有価証券及び投資有価証券

　 ①満期保有目的の債券（社 債） 7,300,000 －

　 ②満期保有目的の債券（その他） 1,100,000 －

　 ③その他有価証券のうち満期があるもの － 　－

合 計 11,480,597 500,000

(注４)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　 （単位：千円）

1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

5年超

長期借入金 411,400 353,900 234,100 211,000 79,000 265,000



（賃貸等不動産に関する注記）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び子会社では、東京都内において、賃貸用の物流ビル・事務所ビル等

（土地を含む。）を有しております。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

(単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価

26,847,007 71,910,000

(注１)連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であ

ります。

(注２)当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士によ

る不動産調査報告書に基づく金額であります。

(注３)上記については当社及び子会社が使用している部分を含んでおります。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 4,019円87銭

２．１株当たり当期純利益額 182円76銭

（重要な後発事象に関する注記）

　 該当事項はありません。


